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はじめに

　多くの精神疾患は思春期に好発する一方で、精神保健に関する知識の一般普

及率は低く、これは精神疾患対策（予防や早期介入など）を進めるうえで大き

な障害となっている。このような問題意識から児童思春期の子どもへの精神保

健教育（メンタルヘルスリテラシー）の開発が世界的に求められ、イギリスや

カナダなどの海外先進国を中心に学校授業に導入され、またその効果が実証的

研究により明らかにされ始めている 1 ）2 ）3 ）4 ）。現在、我が国の文部科学省では

指導要領の改訂作業が進められ、近い将来、精神保健教育が学校授業として始

まる可能性があるが、教育プログラム開発の基盤となるべき研究に十分なエビ

デンスがそろっていないのが実状である 5 ）。そこで当該研究では、仏教教育を

介したわが国独自のメンタルヘルスリテラシーの可能性を統計学的研究によっ

て検討することとした。特に我が国で大きな問題となっている社会的ひきこも

りの予防を中心にメンタルヘルスリテラシーの有効性を検証する。

Ⅰ．思春期青年期のメンタルヘルス

　我が国では 5 人に一人が一生のうちに何らかの精神疾患にかかると報告され

ている（Kessler et al, 2007）6 ）。この中には統合失調症や認知症は含まれない

ので、身近でうつ病やパニック障害などを発症し精神科治療を受けている人は

我々の想像以上に多いということがわかる。このような病気の多くは日常的な

環境要因（過労や睡眠不足など）がきっかけとなり発症するものであり、特別

な病気ではなく誰でもかかりえる病気と言える。WHO などの研究によると、
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一般的に先進国であるほど精神疾患の発症率や重症度は高いことが報告されて

いる 7 ）。また、精神疾患は10代で急激に発症率が増え、患者人口の約75％は20

代半ばまでに発症するとされる 6 ）。大学生はまさに精神疾患の好発年齢に位置

すると言える。大学生の発症リスクとしては、概日リズムの乱れ（夜更かしや

睡眠不足、二度寝など）や食生活の乱れ、ネット依存などが指摘されている。

　脳科学の視点から見ると、思春期青年期は脳のなかでも社会的認知に特に大

切な「前頭連合野」が発達・成熟する重要な時期である 8 ）。この時期、不要な

シナプスの刈り込みや髄消形成によって、感情の制御や衝動的行動の抑止、社

会関連情報の処理など、その後の社会生活のために大切な能力が形成される。

このような脳の成熟が複雑な対人関係に相応しながら急速に進行するために、

思春期青年期は感情や気分が不安定となりやすく、日常生活の些細な出来事が

契機となってメンタルヘルスの不調をきたしやすい。

　大学生の場合、メンタルヘルスの問題で日常生活が障害されれば不登校や休

学、さらに重態化して社会的ひきこもりに至ることも少なくない。そうならな

いためには概日リズムの確保など日常生活での予防が最も重要となる。また本

格的な病気になる前に不調に気づいて早めに対処（睡眠確保やストレス発散、

友人や家族への相談など）することにより、発症を防ぐことができる。この早

めの気づきのために、精神保健についての基礎知識（メンタルヘルスリテラ

シー）が必要となるのである。

Ⅱ．社会的ひきこもりについて

　社会的ひきこもり（以下、ひきこもりと記す）は、社会的なつながりも持た

ず数ヶ月または数年間、個人が部屋に閉じこもる社会的退却現象のことである9 ）。

ひきこもり問題を論じた精神科医、斎藤環10）の著書は、日本で数多くのテレビ

報道や新聞記事で取り上げられ、この問題のメディア普及に重要な役割を果た

した。2000年代からは主に社会学領域において論文数が増え、英語圏のジャー

ナルにも幾つかの論文が掲載され始めている。一方、ひきこもりという概念が
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精神医学的な学術用語として定義され位置づけられたのは比較的最近のことで

あり、この 5 ～ 6 年の間に精神医学雑誌にひきこもりテーマが登場することが

多くなった。ひきこもり人口における精神障害の有病率について論じるものや

ひきこもりを文化結合症候群として捉えることを提唱するもの、不登校との関

連を論じるものなど研究の方法や視点は多岐にわたっており、これらの文献レ

ビューも概ね2015年に発表されている。公的な発表としては日本厚生労働省に

よる最初のひきこもり報告が2001年および2003年に発表された。2010年および

2016年の日本内閣府ひきこもり調査報告はひきこもり疫学研究の端緒となるも

のとして特筆される11）12）。内閣府調査ではひきこもりになったきっかけの一位

は不登校18. 4％と報告されており12）、思春期青年期はひきこもりの critical 

period（臨界期）として早期発見・予防の観点から大変重要な時期と考えられ

る。

　ひきこもりは外出困難な狭義のひきこもりから趣味の用事の時だけ外出する

「準ひきこもり」まで含む質的量的に広範な概念であり、どこから精神保健施

策の対象とするのかは難しい問題である。さらに思春期青年期においては、登校

には支障はないが家族以外の人間との交流を欠く所謂「ひきこもり親和群」11）12）

もひきこもりの連続体として考慮に入れることが、早期発見・予防の観点から

必要となってくる。当該研究ではひきこもり親和群から狭義のひきこもり群ま

でを「ひきこもりスペクトラム」13）として捉え、オリジナルの評価スケールを

作成してその重症度の数量化を試みた。京都女子大学 1 回生を対象としたアン

ケート調査結果の統計学的分析により、ひきこもり重症度と抑うつ・不安度、

概日リズム、ネット依存傾向、食生活習慣、楽観性や宗教的信念などのレジリ

エンス因子14）との関連を検証し、大学生のひきこもりに関連する因子を同定す

ることを試みた。また当該調査ではメンタルヘルスリテラシーに関する簡易な

パンフレット（仏教理念に基づいた内容とする）を作成・配布し、メンタルヘ

ルス向上への有効性を検証した。
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Ⅲ．統計学的研究

1．調査の方法と対象

　アンケート調査とメンタルヘルスリテラシー・プログラムの具体的な内容は

以下の通りである。

1 ）対象：京都女子大学 1 回生（法学部：72名および現代社会学部：127名）

合計199名。平均年齢は法学部18. 68±0. 08、現社18. 57±0. 05で両群間に有

意差なし（t＝－1. 164，p＝0. 246）。

2 ）調査内容： 2 時点のアンケート調査（ 1 ， 2 回目とも同内容）

　平成30年度後期、京都女子大学 1 回生授業「仏教学 IB」（法学部対象）お

よび「心理学アプローチ」（現代社会学部対象）の初回講義終了時に受講者

を対象に現在のメンタルヘルス状態に関する無記名アンケート調査を行った。

第14回講義終了時にも同様のアンケート調査を実施した。回答は任意とし調

査対象者にオプトアウトの機会を保障するなど研究倫理面には充分配慮した。

アンケートの内容は下記の通りである。

ＱⅠ．「年齢」、「概日リズム」（入床時間、起床時間）

ＱⅡ． 1 –20「抑うつ・不安度」（SDS 抑うつスケールを大学生用に改変、

全20項目）

ＱⅢ． 「心理・行動特性に関する質問項目」（ 0 ～ 4 点で評価）。内容は下記

の通り。

ＱⅢ． 1 – 6 「ひきこもりに関するスケール」

ＱⅢ． 7 – 8 「ネット依存傾向」

ＱⅢ． 9 –10「食生活習慣」

ＱⅢ．11「トラブル対処行動」

ＱⅢ．12「楽観性」

ＱⅢ．13「宗教的信念」

ＱⅢ．14「利他的行動」
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　また各々の第 6 回講義時に精神保健の知識向上を促すパンフレット（オリジ

ナル作成、Appendix 参照）を配布した。パンフレットの内容は 1 ）一般的な

こころの病気の種類・好発年齢・症候・発生率・予後、 2 ）こころの病気の生

物学的基盤、 3 ）早期予防の重要性、 4 ）仏教理念に基づいた生活とこころの

整え方、以上が主な内容である。また、メンタルヘルスの重要な防御的レジリ

エンス因子14）である倫理基準（宗教的信念や利他的行動）の重要性についても

パンフレット内に説明を加えた。

　初回と第14回講義時の 2 時点のアンケート結果の差異により精神保健知識獲

得によるメンタルヘルス状態の変化を計量化した（第 2 回目アンケートには

ＱⅣ．「配布パンフレットをよく読んだ」 0 ～ 4 点評価を追加）。また、両講義

群のメンタルヘルス教育の前後データ比較分析し、メンタルヘルス教育の効果

に対して、一般心理教育と仏教教育がどのように関与するかを検証した。特に

ひきこもり傾向と抑うつ・不安に対するメンタルヘルス教育と仏教教育の相乗

効果を検定し、仏教教育を介したメンタルヘルスリテラシーの有効性を検証し

た。

　なお、当該研究は2018年 8 月に京都女子大学・臨床研究倫理審査委員会より

承認を受けた。

3 ）統計学的手法　ひきこもりに関するスケールＱⅢ． 1 「登校がおっくうで

あった」、ＱⅢ． 2 「休日に買い物や娯楽のためにしばしば外出した」、ＱⅢ．

3 「友人と直接会って交流（食事、会話など）することが多かった」、ＱⅢ．

4 「よく歩いたり、スポーツをした」、ＱⅢ． 5 「身近に相談できる人がいる」、

ＱⅢ． 6 「ご近所や地域の人と交流があった」の合計点（ 0 ～24点）をひき

こもり重症度とした。ＱⅢ． 2 ～ 6 については、点数を反転させてひきこも

り合計点を算出した。その上で、ひきこもり重症度と抑うつ・不安度、概日

リズム、ネット依存傾向、食生活習慣、レジリエンス因子14）（トラブル対処

行動、楽観性、宗教的信念、利他的行動）との相関係数を求めた。抑うつ・
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不安度は SDS 抑うつスケール（全20項目を 0 ～ 4 点で評価する）合計点で

算出した。ネット依存傾向はＱⅢ． 7 「インターネット（パソコン、ゲーム

機、タブレット等）に多くの時間を使い過ぎた」、ＱⅢ． 8 「スマホで SNS

に多くの時間を使い過ぎた」の 2 項目の合計点（ 0 ～ 8 点）で算出した。食

生活習慣はＱⅢ． 9 「食事の栄養バランスは良かったと思う」、ＱⅢ．10「食

事の時間は規則正しかった」の2項目の合計点（ 0 ～ 8 点）で算出した。ト

ラブル対処行動はＱⅢ．11「積極的に問題（トラブル）に対処した」（ 0 ～

4 点）で評価した。楽観性はＱⅢ．12「楽観的であった」（ 0 ～ 4 点）で評

価した。宗教的信念はＱⅢ．13「核となる信念（宗教など）がある」（ 0 ～

4 点）で評価した。利他的行動はＱⅢ．14「人のために私心のない行動がで

きた」（ 0 ～ 4 点）で評価した。

　以上の変数を用いて、t–検定、相関分析、重回帰分析を行った。全ての統計

処理は SPSS version22で行われた。*p＜0. 05を有意確率とする。

2 ．調査結果

1 ）ひきこもり傾向に関連する諸要因について（ 1 回目アンケート調査結果）

　ひきこもり傾向の全体平均値は11. 7±3. 93であった（法学部11. 56±3. 67、

現社11. 78±4. 09で両群間に有意差なし、t＝0. 364，p＝0. 716）。抑うつ・不

安度の全体平均値は44. 35±6. 63であった（法学部44. 58±7. 01、現社44. 22

±6. 43で両群間に有意差なし、t＝0. 365，p＝0. 715）。

　ひきこもり傾向と抑うつ・不安度の間には強い正の相関関係がみられた

（pearson の相関係数 r＝0. 363，p＝0. 000***）。

　概日リズムについては、21～24時に入床する者を早寝グループ（47人）、

それ以外を遅寝グループ（152人）に分けて両群のひきこもり傾向を比較し

たが、両群間に有意差はなかった（t＝0. 122，p＝0. 903）。また 7 時よりも

早く起床する者を早起グループ（83人）、それ以外を遅起グループ（116人）

に分けて両群のひきこもり傾向を比較したが、両群間に有意差はなかった
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（t＝0. 301，p＝0. 764）。

　ひきこもり傾向とネット依存傾向の間に有意な相関関係はみられなかった

（r＝－0. 024，p＝0. 734）。ひきこもり傾向と食生活習慣の間には有意な負の

相関関係がみられた（r＝－0. 156，p=0. 028*）。ひきこもり傾向とトラブル

対処行動の間には有意な負の相関関係がみられた（r＝－0. 376，p＝0. 000**）。

ひきこもり傾向と楽観性の間には有意な負の相関関係がみられた（r＝－0. 202，

p＝0. 004**）。ひきこもり傾向と宗教的信念の間に有意な相関関係はみられ

なかった（r＝－0. 084，p＝0. 241）。ひきこもり傾向と利他的行動の間には

有意な負の相関がみられた有意な負の相関関係がみられた（r＝－0. 304，

p＝0. 000***）。

　またひきこもり重症化にも最も寄与する因子を明らかにするために、上記

の諸要因を独立変数、ひきこもり傾向を従属変数として重回帰分析を行った。

結果は表 1 に示す。

　重回帰分を行うに際して、VIF（Variance Inflation Factor）算出により

多重共線性の診断を行った。すべての変数の VIF＜2. 0であり、各変数に多

表 1：ひきこもり予測因子についての重回帰分析ａ

独立変数 Beta p VIF

抑うつ・不安度 . 135 . 003** 1. 413

早寝 . 094 . 876 1. 057

早起 －. 312 . 551 1. 085

ネット依存 －. 183 . 173 1. 081

食生活習慣 －. 096 . 505 1. 093

トラブル対処行動 －1. 062 . 000*** 1. 251

楽観性 －. 224 . 354 1. 245

宗教的信念 . 210 . 366 1. 110

利他的行動 －. 795 . 014* 1. 268

a．重回帰分析：ANOVA p＜0. 001. *p＜0. 05, **p＜0. 01, ***p＜0. 001
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重共線性は認められなかった。諸変数の中で、ひきこもり傾向の予測に最も

寄与しているものは、トラブル対処行動（p＜0. 001）、次いで抑うつ・不安

度（p＜0. 01）、利他的行動（p＜0. 05）であった。

2 ）メンタルヘルスの経時的変化（ 1 ・ 2 回目アンケート調査結果）

ａ ． 1 回目および 2 回目アンケート調査 2 時点におけるメンタルヘルスの変化

　 1 回目アンケート時（初回講義時）と 2 回目アンケート調査時（第14回講

義時）の 2 時点で、ひきこもり傾向がどのように推移しているかを検証した。

パンフレット配布後の値から配布前の値を差し引いたひきこもり傾向の変化

量の平均は –0. 006±2. 907であった。paired t-test により前後のひきこもり

傾向を比較すると、t＝0. 030，p＝0. 976と配布前後で有意な差はみられなかっ

た。受講する講義で分けると、「心理学アプローチ」群では t＝－0. 246，

p＝0. 355、「仏教学」群では t＝0. 145，p＝0. 616で両群ともに 2 時点で有意

な差はみられなかった。

　さらに、上記 2 時点で抑うつ・不安度がどのように推移しているかを検証

した。 2 回目 SDS 合計点から 1 回目 SDS 合計点を差し引いた抑うつ・不安

度の変化量の平均値は0. 425±5. 436であった。paired t-test により前後の

SDS 合計点を比較すると、t＝－0. 424，p＝0. 271と配布前後で有意な差はみ

られなかった。「心理学アプローチ群では t＝－0. 500，p＝0. 440、「仏教学」

群では t＝－0. 381，p＝0. 430で講義群別にみても 2 時点で有意な差はみられ

なかった。

ｂ．メンタルヘルスリテラシーの有効性検討

　メンタルヘルスリテラシーに関するパンフレットを読み精神保健に関する

知識を獲得することがメンタルヘルス向上につながるのかを検証した。

　 1 回目および 2 回目アンケート調査 2 時点（メンタルヘルスに関するパン

フレット配布前後）のひきこもり傾向の変化量とパンフレット参照度の相関
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係数を求めた。全体では有意な相関関係は認められなかった（r＝0. 077，

p＝0. 288）。「心理学アプローチ」群（r＝－0. 008，p＝0. 950）、「仏教学」群

（r＝0. 109，p＝0. 226）で、ともに有意な関係はみられなかった。

　さらに、配布前後の抑うつ・不安度の変化量とパンフレット参照度の相関

係数を求めた。全体では有意な相関関係は認められなかった（r＝－0. 120，

p＝0. 092）。受講する講義で分けると、「心理学アプローチ」群では r＝0. 080，

p＝0. 507と有意な関係はみられなかったが、「仏教学」群では r＝－0. 226，

p＝0. 011* と有意な負の相関関係がみられた。「仏教学」群ではパンフレット

参照度が高いほど抑うつ・不安度が軽減していることが明らかとなった。

Ⅳ．考察

　若年者のひきこもりのリスク因子としては、気分障害や不安障害などの精神

疾患15）16）や概日リズム障害17）、コーピング（ストレス対処）能力の問題18）、ネッ

ト依存19）、家庭環境の問題20）などが先行研究により既に指摘されている。当該

研究ではこの中から特に大学生のひきこもりと関連が深いと思われる抑うつ・

不安、概日リズム（睡眠と食事）、ネット依存をとりあげ、説明変数としてひ

きこもり傾向との関連を調べた。また、メンタルヘルスの防御因子として

Haglund らが実証したレジリエンス因子14）（トラブル対処行動、楽観性、宗教

的信念、利他的行動）についても説明変数としてとりあげた。

　データ分析の結果、女子大学生のひきこもり傾向は抑うつ・不安度と強く関

連していることがわかった。本格的な疾患となる前に自分のメンタルヘルス不

調に気づいて早めに対処（ストレス発散や周囲への相談など）することが、ひ

きこもりの予防にとって重要であることがわかる。

　概日リズムのうち睡眠に関してはひきこもりとの関係は示されなかったが、

食事はひきこもりと関連していることが分かった。規則正しくバランスの良い

食事を摂ることがひきこもりの予防や軽減につながるといえよう。ネット依存

についてはこれまで複数の先行研究が指摘しているが、当該研究においては関
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連が示唆されなかった。これまで若年者のひきこもり研究はひきこもり発生率

の高い男子を中心に論じられてきた21）経緯があり、ネット依存との関連もその

中で指摘されてきた。当該研究では調査対象を女子大学生に限局していること

から、若年男子ひきこもりに比べて若年女子ひきこもりはネット依存との関連

が低いと考えられる。

　メンタルヘルスのレジリエンス因子のなかでは、トラブル対処行動、楽観性、

利他的行動がひきこもりと関連しており、これらの因子がひきこもりを抑制す

ることが明らかとなった。宗教的信念については有意な相関はみられなかった。

　重回帰分析の結果からは、ひきこもりに関する諸要因のなかでも特にトラブ

ル対処行動、抑うつ・不安、利他的行動の寄与率が高いことが明らかとなった。

抑うつ・不安がひきこもりと強く関連することは既に上述したが、それと同等

またはそれ以上にトラブル対処や利他的行動といった日常生活の中での行動特

性が強く関連していることは興味深い。メンタルヘルス不調への洞察・早期ケ

アと同様に、日頃より能動的な対処様式（解決策を模索する、学習する、相談

する）や利他的行動を心がけることがひきこもり発生の予防につながるといえ

よう。これらの行動様式については神経生物学的機序（報酬回路の強化、自律

神経系活動の減弱、学習性無力の予防、恐怖消去の促進など）が報告されてお

り14）、メンタルヘルスそのものの賦活に寄与しながらひきこもりを抑制するも

のと考えられる。

　メンタルヘルスの経時的測定結果からは、心理学教育、仏教教育単体では個

人のメンタルヘルスに影響を与えないが、パンフレット配布による精神保健知

識の獲得が加わると仏教教育群でのみメンタルヘルスの向上（抑うつ・不安の

軽減）がおこることが認められた。対象全体ではパンフレット配布によるメン

タルヘルスへの影響は認められなかったことから、メンタルリテラシー単体で

もメンタルヘルスには多くの影響を与えないことがわかる。これらの所見は仏

教教育とメンタルヘルスリテラシーの相乗効果を示す結果であり、仏教教育と

結びついた時にメンタルヘルスリテラシーは十分な有効性を発揮するといえる。



仏教教育によるメンタルヘルスリテラシーの可能性

67

特に今回配布したパンフレットには仏教理念に基づいた生活とこころの整え方

を紹介しており、広大で難解な領域を含むメンタルヘルスリテラシーの中に一

般若年者がアクセスしやすい実効的なポイントを提示することに留意した。簡

易なパンフレットによる簡便なリテラシー教育であるが、体系的な仏教教育に

裏打ちされて初めてその実効性を持つことができたといえる。今回の研究では

仏教教育を介したメンタルヘルスリテラシーの有効性と臨床応用の可能性を示

すことができた。冒頭に述べたようにメンタルヘルスリテラシー・プログラム

の開発は若年者のメンタルヘルス向上のために喫緊の課題であるが、プログラ

ムが十分な実行性を持つためには個人が暮らす社会の風土、文化、規範などを

十分に考慮して構築されなければならない。今まで宗教とメンタルヘルスのか

かわりについては十分に議論されてこなかったが、今回の実証研究の結果はわ

が国独自のメンタルヘルスリテラシーを構築していく上で、伝統的宗教が重要

な役割を果たしうることを示すものである。

Ⅴ．結語

　研究の結果から、仏教教育のみ、またメンタルヘルスリテラシーのみでは学

生のメンタルヘルスに影響を与えないが、仏教教育を介したメンタルヘルスリ

テラシーは学生の抑うつ・不安の予防または軽減に有効であることが示された。

また今回の短期間調査ではメンタルヘルスリテラシーのひきこもり抑止力を検

証するまでには至らなかったが、抑うつ・不安とひきこもり傾向とは強い相関

関係にあるため、メンタルヘルスリテラシーは抑うつ・不安の減弱効果を介し

て長期的にはひきこもり抑止力を持つ可能性があるといえる。

　社会的ひきこもりは現代日本社会のメンタルキャピタルを脅かす重要な問題

である。内閣府は若年層（15歳から39歳まで）を対象とした2016年調査でひき

こもり推計数を54. 1万人と報告し、さらに2018年には中高年（40歳から64歳ま

で）を対象とした同様の調査22）では若年層を上回る推計数61. 3万人を公表した。

長期的なひきこもりのきっかけの一位は就学時の不登校と報告されており12）、
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思春期青年期はひきこもりの長期的予防にとって最も重要な時期といえる。個

人のメンタルヘルス問題にとどまらず現代公衆衛生の視点からも、若年層に特

化したメンタルヘルスリテラシーの構築と学校教育への早期導入が望まれる。
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